令和元年度 就労支援部会 実績報告　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　足利市地域自立支援協議会
	No
	取り組んだ課題
	目　的
	協議および実施結果

	１
	「就労系ガイドブック」の作成および発行
	就労系訓練施設の情報を発信し、相談に役立ててもらう。


	市内の就労継続支援A型事業所3カ所および就労継続支援B型事業所22カ所の概要をまとめ冊子とした。内容は、事業名、所在地・連絡先、事業所概要（事業開始年月日、職員配置、主たる受け入れ対象、利用定員、サービス提供日・提供時間、諸経費、送迎の有無と範囲、給食、給与または工賃、活動・作業内容、事業所の特徴、写真や地図なども掲載し、分かりやすくまとめた。
市内の相談支援事業所等の相談機関に配布するとともに、足利市障がい者基幹相談支援センターのHPでダウンロードできるようにした。

	２
	就労継続支援B型利用希望者の就労アセスメントの在り方の検討
	就労アセスメントにより、適切な進路の検討ができる。


	特別支援学校を卒業または就労経験がなく就労継続支援B型を利用する場合、就労移行支援事業所による就労アセスメントを行う必要がある。現行の場合、特に特別支援学校の生徒は、実習を重ねて就労継続支援B型が決まってから、就労継続支援B型施設において就労アセスメントを実施している状況であり、国で示す就労能力の公平なアセスメントが出来ていない状況（就労継続支援B型の利用が前提のアセスメント）となっている。このため、アセスメントは就労移行支援事業所で行うことや実施時期を2年次に早めることで、現場実習に就労アセスメントを活かし、より適した進路選択ができ、将来就労を目指す際にも有効なデータとなることが共通認識された。今後も次年度の実施に向けて協議を継続することになった。

	３
	部会員による市内の新規設置の就労継続支援B型施設の視察について
	部会構成員が就労訓練施設の現状を把握し、協議の参考とする。
	来年度に新規の就労継続支援B型4事業所に視察依頼をして実施する。



令和2年度 就労支援部会 実績報告　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　足利市地域自立支援協議会
	No
	取り組んだ課題
	目　的
	協議および実施結果

	1
	令和2年度就労系事業所（就労継続支援A型、B型）ガイドブックの作成および公開
	就労系事業所の情報を把握し、必要な人に活用していただけるようにする。
	令和元年のガイドブックを基に、各掲載事業所にメールで掲載内容の加筆修正を依頼し、送られてきたものを冊子に編集し、足利市障がい者基幹相談支援センターのHPにてダウンロードできるようにした。

	２
	新規事業所の視察について
	部会委員による市内の就労継続支援事業所を見学することで、事業所の現状と課題を把握し、必要に応じて的確な助言を行うことができる。

	ガイドブックの掲載情報をもとに視察を行う。新型コロナウィルスの感染拡大が続いている状況であるため、状況を見て実施していくことにり、令和2年11月以降としたが、新型コロナウィルスの新規感染者が増加したため、今年度の視察は見送り、次年度に延期となった。

	３
	就労アセスメントの内容および実施の検討
	就労経験がない方が就労継続支援B型を利用する場合に、就労アセスメントを就労移行支援事業所にて行う必要がある。特に特別支援学校の生徒については、現場実習を重ねて就労継続支援B型を申請する。現在のアセスメントは、就労継続支援B型の利用ありきのアセスメントになっていて、客観的な就労のスキルについての評価となっていない。就労移行支援事業所において就労スキルのアセスメントを行い、卒業後の進路の材料としても活用できるようにする。
	令和2年度は、各事業所、学校でも実習が十分できないため、特別支援学校の生徒については、厚生労働省の通達に従い、学校での実習評価を就労アセスメントとみなして、卒業後の就労継続支援B型の決定をしている。次年度以降、新型コロナウィルスの感染状況および行政の対応を注視し、検討していく。

	４
	コロナ渦における就労および就労訓練の現状と課題についての情報共有
	コロナ渦における就労および就労訓練の現状と課題について共有認識をもち、部会にて協議すべきものがあるか精査していく。
	・一般就労では、障害者求人が3割近く減少しているが、求職者は増えている状況。
・新型コロナウィルスの影響で不調を訴え、退職する障害者がいた。
・就労継続支援A型施設を辞めB型施設を検討する人も出ている。
・飲食業や介護事業所の中には特別支援学校の実習を渋る傾向あり。

・就労継続支援施設の特に飲食関係の売り上げが令和2年4月から6

　月期で6～7割減収となっている。

・在宅ワークを取り入れた事業所もあった。

※今後、課題を具体的に確認し、部会で協議すべき課題があるか検討。


